
ー

23年度
目標値

（24年度）

外務省における重要案件への対応や外務大臣
等の記者会見準備等のプレス対応、国会対応、
緊急事態対応等に役立っていることから、主に

成果実績 回数 233 248 240 (240)

達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ ー ー

執行率（％） 98.7 99.6 98.2

執行額 532 534 467

計 538 538 475 417 371

施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

ー ー ー

繰越し等 ー ー ー ー

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 538 538 475 417 371

補正予算 ー

事業番号 189
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 国内報道機関対策 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国際情勢、外務省関連事項についての国内報道機関による報道ぶり・論調のモニター・分析、官房長官会見の記録の
作成

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

外務省としての情報発信等に必要な情報を収集するため。

事業開始・
終了(予定）年度 別紙参照 担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計

外交関係報道調査分析
謝金

8 8

国際情勢業務に係る事
務補助員経費

- -

計 417 371

171 145

報道啓発用資料購入費 16 16
平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

時事通信社バイリンガル
ニュース

208 189

共同通信社バイリンガル
ニュース

要人外国訪問j時の新聞
FAX送付

2 2

外交関係報道TV番組モ
ニター経費

0.6 0.6

外交関係重要発言詳報
サービス経費

7 6

新聞朝刊見出し作成費 4 4

単位当たり
コスト

時事通信、共同通信バイリンガルニュース：記事
1本あたりコスト（322円／1ニュース）

算出根拠

時事通信、共同通信バイリンガルニュース年間支出額410,737,068円
／年間ニュース配信数約1,277,000本

クリッピング作成1回あたりコスト（41,046円／回） 年間支出額14,612,532円／クリッピング作成件数356回

新聞論調分析1本あたりコスト（22,470円／1本）
TV論調分析1本あたりコスト（115,313円／1本）

新聞論調分析：年間支出額1,258,320円／報告書56本
TV論調分析：年間支出額6,457,500円／報告書56本

―

外務省が指定するキーワードで検索された主要
紙朝刊記事のクリッピング作成数

353 353 356 (355)

時事通信、共同通信バイリンガルニュース
ログイン数

活動実績

（当初見込
み）

回数

167,587 219,031 212,202

新聞及びテレビの外交関係論調分析本数
新聞56,TV56
雑誌64

新聞56,TV64
雑誌64

新聞56,TV56

ー

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

緊急事態対応等に役立っていることから、主に
記者会見準備に活用された回数。 達成度 ％ ー ー

(新聞56,TV56）

計 417 371



－

点
検
結
果

今後もコスト削減に努めるとともに、国内報道機関による報道ぶり・論調のモニター・分析等を情報発信や外交業務に活用する。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 外務省における重要案件への対応や記者会見等の情
報発信に役立っており、外務省が必要とするニュースを
迅速、網羅的に入手可能な情報収集の手段として活用
している。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 平成２２年の行政事業レビュー評価結果（下記「補記」参
照）を受けて、時事通信社及び共同通信社によるニュー
スの配信業務の見直しを行い、本事業経費全体で約１
２％経費を圧縮した。
また、右事業以外は最低価格落札方式の一般競争入札
や企画競争により競争性を確保し、コストの削減に努め
ている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 国民の外交への関心は高く、説明責任を果たすとの観
点からも重要。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

平成22年度公開プロセス対象（レビューシート番号：13「時事通信社バイリンガルニュース」、同番号：14「共同通信社バイリンガルニュース」）
＜公開プロセスの結果＞
○「廃止」も含めた見直しを行う。また、契約期間の問題があることもあり、当面は契約額の引き下げに向けた交渉に努める。
○契約期間満了後、両社との契約の必要性をゼロベースで精査していきたい。
＜上記見直しにかかる状況＞
縮減：平成21年度～平成25年度の国庫債務負担行為案件として5年間の契約を締結しており、契約期間の問題があることもあり、公開プロセスの評
価結果を受けて減額交渉を実施。時事通信社バイリンガルニュースは平成23年度以降対前年度比▲９％減額、共同通信社バイリンガルニュースは
同様に対前年度比▲１５％減額することで合意。
廃止：本件契約書には契約解除条項がなく、契約解除する場合には双方の合意が必要不可欠である。民法上、当方からの一方的な契約解除はで
きないとされる。

関連する過去のレビューシートの事業番号

172,173,185,190,195,199,206,222,225 172,173,181,187,192,197,204,214,217

一
部
改
善

事業見直しによる減。
執行残を踏まえた見直し。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

時事通信社・共同通信社バイリンガルニュースに関し、契約額見直しによる減及び、外交関係重要発言詳報サービス経費に関し、執
行残の要因を検討し見直し。

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見



計 208 189

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

ニュース送達料 208 189

251 229 208 189

執行率（％） 100 100 100

執行額 251 251 229

計 251 251 229 208 189

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

繰越し等 ー ー ー ー

補正予算 ー ー ー ー

当初予算 251

事業名 時事通信社バイリンガルニュース 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成７年度開始
担当課室 報道課 課長　石月　英雄

(別紙）



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

 外 　　務　　　省
229百万円

【随意契約】

　　A．株式会社　時事通信社
229百万円

専用ホームページを開設し、外務省及び在外公館職員全てに対し、通信社ならではの速報性の
あるニュースや新聞・ＴＶ等の報道に載らない事件・事案をも詳細にカバーしたニュースをリアル
タイムで配信。キーワードによるニュースの検索サービスの提供。予め登録された携帯メールア
ドレスに速報やクリッピングニュースを配信。

個別事業名： 時事通信社バイリンガルニュース

位：百万円）



B. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 229 計 0

金　額
(百万円）

編集取材費
賃金、海外特約通信社契約料、取材・
編集費

200

個別事業名： 時事通信社バイリンガルニュース

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）時事通信社 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

税 消費税 11

値引 企業努力による経費圧縮 ▲ 12

運用費 システム維持・管理・運用費 30

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

1 （株）時事通信社
専用ホームページを開設し、外務省及び在外公館職員全てに対し、
通信社ならではの速報性のあるニュースや新聞・ＴＶ等の報道に載ら
ない事件・事案をも詳細にカバーしたニュースをリアルタイムで配信。

229 随意契約

時事通信社バイリンガルニュース

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 171 145

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

ニュース送達料 171 145

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 237 237 201 171 145

補正予算 ー

執行率（％） 100 100 100

237 237 201 171 145

執行額 237 237 201

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成７年度開始
担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 共同通信社バイリンガルニュース 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計 171 145



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外　　務　　　省
201百万円

【随意契約】

　Ａ．一般社団法人　共同通信社※
201百万円

※一般社団法人（東京都所管）

専用ホームページを開設し、外務省及び在外公館職員全てに対し、通信社ならではの速報性の
あるニュースや新聞・ＴＶ等の報道に載らない事件・事案をも詳細にカバーしたニュースをリアル
タイムで配信。キーワードによるニュースの検索サービスの提供。予め登録された携帯メールア
ドレスに速報やクリッピングニュースを配信。

個別事業名： 共同通信社バイリンガルニュース

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



B. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 201 計 0

金　額
(百万円）

維持運営費、
取材費

システム・送信施設維持費 201

個別事業名： 共同通信社バイリンガルニュース

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.一般社団法人共同通信社 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

ように記載）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

1 一般社団法人共同通信社
専用ホームページを開設し、外務省及び在外公館職員全てに対し、
通信社ならではの速報性のあるニュースや新聞・ＴＶ等の報道に載ら
ない事件・事案をも詳細にカバーしたニュースをリアルタイムで配信。

201 随意契約

共同通信社バイリンガルニュース

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率



計 16 16

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

クリッッピング作成料 16 16

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 16 16 16 16 16

補正予算 ー

執行率（％） 100.7 102.9 92.7

16 16 16 16 16

執行額 16 16 15

予算額・
執行額

（単位:百万円）

2１年度 22年度 23年度 24年度

－ ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成８年度開始
担当課室 報道課 課長　　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 報道啓発用資料購入費 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外　　務　　　省
15百万円

【一般競争入札】

Ａ．株式会社　エレクトリックライブラリー
15百万円

個別事業名： 報道啓発用資料購入費

について補足
する）（単

位：百万円） 主要6紙の記事をキーワード（各々外務省内の１０課が異なるキーワードを設定。キーワード数は無制限とする。）をもとに
記事の原文をクリッピングし、記事データ（新聞名、掲載日、掲載面、記事見出し段数、写図表の有無が記載されたデー
タ）とともに毎朝０６：４５までに外務省の指定する場所（１０課）にFAXにて送付。



B. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 15 計 0

金　額
(百万円）

雑役務費 主要6紙レビュー 14

個別事業名： 報道啓発用資料購入費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.(株)エレクトリックライブラリー D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

税 消費税 1

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

1 （株）エレクトリックライブラリー

主要6紙の記事をキーワードをもとに記事の原文をクリッピングし,FAX
で送付。 15 1 94.0

報道啓発用資料購入費

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

論調分析料 8 8

計 8 8

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 10 9 8 8 8

補正予算 ー

執行率（％） 94.3 118.9 99.9

10 9 8 8 8

執行額 9 10 8

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１４年度開始 担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 外交関係報道調査分析謝金 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計 8 8



※平成23年度実績を記入

↓

↓

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

　　　○新聞論調分析

外　　務　　　省
１百万円

【企画競争】

Ａ．一般社団法人　共同通信社
１百万円

各週毎に主要6紙から以下の条件に合う報道・論評を調査・分析する。
（１）国内の関心が高い日本外交関連案件
（２）国内の関心が高い国際問題、各国情勢
（３）外務省が積極的に情報発信を行っている案件
（４）上記３．（１）～（３）に関連する国内の案件

○テレビ論調分析

外　　務　　　省
7百万円

【企画競争】

個別事業名： 外交関係報道調査分析謝金

Ｂ．JCC株式会社
７百万円

各週毎にテレビ6局から以下の条件に合う報道・論評を調査・分析する。
（１）国内の関心が高い日本外交関連案件
（２）国内の関心が高い国際問題、各国情勢
（３）外務省が積極的に情報発信を行っている案件
（４）上記３．（１）～（３）に関連する国内の案件

【企画競争】



人件費 調査、分析、報告書作成 3

調査分析費 データベース利用料 4

Ｂ.JCC(株) E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 分析・報告書作成 1

個別事業名： 外交関係報道調査分析謝金

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.(社)共同通信社 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

1 ＪＣＣ（株） テレビ６局の報道・情報番組のうち外交関連案件を調査分析する。 7 2 企画競争

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 一般社団法人　共同通信社
主要６紙の朝夕刊の外交関連案件について報道・論評を調査分析す
る。

1 1 企画競争

外交関係報道調査分析謝金

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

賃金 ー ー 全額外務本省共通経費へ組替（平成24年度より）。

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 8 8 8 ー ー

補正予算 ー

執行率（％） 89.8 95.8 73.6

8 8 8 ー ー

執行額 7 7 6

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成元年度開始
担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 国際情勢業務に係る事務補助員経費 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計 ー ー



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を

外　　務　　　省
6百万円

【外務省HPで公募】

A．期間業務職員　4名
6百万円

（報道課における各種業務補助、資料作成・配布、データ入力、文書整理等）

個別事業名： 国際情勢業務に係る事務補助員経費

取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



Ｂ. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

金　額
(百万円）

賃金 期間業務職員Ａ　給与 2

個別事業名： 国際情勢業務に係る事務補助員経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.期間業務職員　A　 D.

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

4 期間業務職員　Ｄ 取材協力業務補助、資料作成・配布等 0.3

3 期間業務職員　Ｃ 総務、記者クラブ関係業務補助、資料作成・配布等 2

2 期間業務職員　Ｂ 報道振り等の情報収集業務補助、資料作成・配布等 2

1 期間業務職員　Ａ 会計、文書業務補助、庶務業務、資料作成・配布等 2

国際情勢業務に係る事務補助員経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

雑役務費 7 6

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 7 7 7 7 6

補正予算 ー

執行率（％） 100 100 42.6

7 7 7 7 6

執行額 7 7 3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

2１年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成９年度開始
担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 外交関係重要発言詳報サービス経費 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計 7 6

算
内
訳

）



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外　　務　　　省
3百万円

【一般競争入札】

A.．（社）共同通信社
3百万円

総理官邸における会見の内、外交、その他当省に関係する部分
について、その内容を発言に忠実且つ迅速に記録（官房長官また
はその代理の会見については要旨）。

個別事業名： 外交関係重要発言詳報サービス経費

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



Ｂ. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

報告書作成 3

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.(社)共同通信社 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費

個別事業名： 外交関係重要発言詳報サービス経費

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

1 一般社団法人共同通信社
総理官邸における会見の内、外交、その他外務省に関係する部分に
ついて、その内容を発言に忠実且つ迅速に記録

3 2 42.6

外交関係重要発言詳報サービス経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

雑役務費 4 4

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 4 4 4 4 4

補正予算 ー

執行率（％） 76.30% 96.7 96.7

4 4 4 4 4

執行額 4 3 3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

－ ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成８年度開始
担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 新聞朝刊見出し作成費 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計 4 4



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

外　　務　　　省
３百万円

【一般競争入札】

Ａ．株式会社　協業センター
３百万円

主要6紙の記事を①トップニュース、②外務省関連、③外交・防衛・安保、
④国際、⑤内政、⑥経済、⑦社会ほか、⑧社説等に整理し、各記事の内
容が容易に解るようなキーワードを多用して該当記事の内容を簡単明瞭
に要約を作成。

個別事業名： 新聞朝刊見出し作成費

て補足する）（単
位：百万円）



Ｂ. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

新聞購読料 0.3

雑役務費 作成費 3

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）協業センター D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

資料費

個別事業名： 新聞朝刊見出し作成費

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

1 （株）協業センター

主要6紙の記事をトップニュース、外務省関連、外交・防衛・安保、国
際、内政、経済、社会ほか、社説等に整理し、各記事の内容が容易に
解るようなキーワードを多用して該当記事の内容を簡単明瞭に要約を
作成。

3 2 80.1

新聞朝刊見出し作成費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算

　
　

（
単
位
：
百
万
円

費　目 24年度当初予算 25年度要求

雑役務費 2 2

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1 1 1 2 2

補正予算 －

執行率（％） 76.30% 105.3 57.1

1 1 1 2 2

執行額 1 1 0.6

予算額・
執行額

（単位:百万円）

2１年度 22年度 23年度 24年度

－ ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成8年度開始 担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 要人外国訪問時の新聞記事ＦＡＸ送付 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計 2 2

予
算
内
訳

円

）



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

外　　務　　　省
0.6百万円

【一般競争入札】

Ａ．株式会社　協業センター
0.6百万円

土、日、祝日に要人が外国訪問する際に、主要6紙の記事を１面トップ記
事、当該外国訪問関係、政局、国際面、社会面の各分野に分類の上外
務省の指定先にＦＡＸ(又はe-mail）で送信。

個別事業名： 要人外国訪問時の新聞記事ＦＡＸ送付

て補足する）（単
位：百万円）



Ｂ. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.6 計 0

人件費等 0.6

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.株式会社　協業センター D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費

個別事業名： 要人外国訪問時の新聞記事ＦＡＸ送付

計 0 計 0

C. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

ように記載）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

1 （株）協業センター
要人が外国訪問する際に、主要6紙の記事を各分野に分類の上外務
省の指定先にＦＡＸで送信。

0.6 1 91.0

要人外国訪問時の新聞記事ＦＡＸ送付

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

雑役務費 0.6 0.6

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

補正予算 ー

執行率（％） 100 100 100

0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

執行額 0.6 0.6 0.6

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

ー ー ー

計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１５項

関係する計画、
通知等

実施方法 □直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１６年度開始 担当課室 報道課 課長　石月　英雄

会計区分 一般会計 施策名 Ⅲ-２　報道対策、国内広報、IT広報

繰越し等 ー ー ー ー

(別紙）

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 外交関係報道TV番組のモニター経費 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

訳

計 0.6 0.6



※平成23年度実績を記入

↓

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

外　　務　　　省
0.6百万円

【少額・随意契約】

Ａ．日本モニター株式会社
0.6百万円

あらかじめ外交関連の検索キーワードを登録し、該当した情報の一覧を報告書にまとめ「デイリーリスト」として、月曜から木
曜日分は翌日午前１０時迄に、金曜から日曜日分は月曜日の午前１０時迄にＥ－ｍａｉｌにより提出する。（祭日などの閉庁日
分は休み明けの平日正午迄にまとめて送信）。また、外務省が指定する外交関連テレビ報道ぶりにつき随時報告する。

個別事業名： 外交関係報道TV番組のモニター経費

ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

1 日本モニター株式会社 テレビモニター資料の作成 0.6 随意契約

外交関係報道TV番組のモニター経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


